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はじめに

現在中小企業は厳しい経営環境に直面しており、物流コストをはじめとしたコスト削減の必要に迫

られています。このため、配送センターなどの物流施設の設置や受発注システムなどの情報システム

の導入など、物流効率化のための投資が一つの有効策と考えられます。

、 、 。しかし これらの対策の実施には多大な費用がかかり 中小企業には実現困難なケースがあります

また今日では、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）の考え方のように、川上から川下までのト

ータル在庫コストの削減が求められており、単独企業による対策ではこの要請に応えることが難しく

。 、 、 。なっています このため 企業の枠を超えて連携し 物流効率化を目指す動きが広がりつつあります

この「中小企業のための物流効率化の進め方」は、平成１３年度に当庁が実施した「流通業務効率

化を巡る環境変化に関する調査」の結果を、平易にまとめ直したものです。本書が、多くの経営者の

方々等において、物流効率化の検討や実施に際し、何らかの参考になれば幸いです。

平成１４年３月

経済産業省中小企業庁
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１．加速する流通構造の変化

（１）低迷する消費

国内の家計最終消費支出、賃金・俸給の伸

び率をみると、平成９年以降、横ばい、下落

の傾向にあります。企業のリストラクチャリ

ング効果やＩＴ関連需要増などの景気回復の

動きも一部にはみられたものの、家計の消費

は、収入の低迷により伸び悩んでいます。

図表１ 家計消費支出の推移

資料： 国民経済計算年報」内閣府「

消費喚起のための商品価格の低下、値下げ

要請への対応は、企業の利益の減少につなが

ることから、企業では利益留保策としてあら

ゆる面でのコスト削減に迫られています。

（２）低価格化とデフレの進行

実際に商品価格をみると、例えば家庭用電

気機器などの耐久財を中心に 年代から価90

格は下落していましたが、最近ではアパレル

（単位：兆円） Ｈ２年度 ７年度 ９年度 10年度 11年度 12年度

国内家計
最終消費支出（名目）

231 270 277 277 281 278

伸び率 Ｈ２年度＝１００ 100.0 116.7 119.6 119.9 121.6 120.3

賃金・俸給 200 233 242 238 234 236

伸び率 Ｈ２年度＝１００ 100.0 116.8 121.5 119.2 117.4 118.4

製品などが安価な海外生産の自社ブランド品

の拡大やアウトレットストアなど安売り店の

増加によって下落幅の拡大が目立っていま

す。

価格指数をみると、卸売物価指数は、平成

年以降低下を続け、 年には原油価格の10 12

13上昇などがあったため若干上昇しますが、

年には再び下落幅を拡大させています。

消費者物価指数も 年以降低下を続けて11

おり、 年もさらに厳しい水準になるとみ13

られています。なお、卸売物価指数、消費者

物価指数の算定には輸入品価格の動向も組み

、 、込まれており 輸入物価の上昇から考えると

国内品の価格下落はさらに大きいものと思わ

れます。

また、企業間で取り引きされるサービスに

焦点をあてた「企業向けサービス価格指数」

も、 年以降低下を続けています。10

これらは流通業界の抜本的な構造改革を迫

る強烈なインパクトとなっています。

このように、景気の冷え込みとデフレによ

る影響で、流通業界を取り巻く環境はさらに

厳しいものとなっていることがわかります。

図表２ 国内物価指数の推移

資料： 卸売物価指数 「企業向けサービス価格指数」日本銀行 「消費者物価指数」総務省「 」 、
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（３）進展する流通構造の変化

（伸び悩む商業販売額）

商業統計により販売額をみると、卸売業で

は平成３年をピークに減少が続いていました

が、 年には若干増加し、 兆 百億円11 495 45
となっています。小売業は一貫して微増し続

、 、けていましたが 年にはわずかに減少し11
兆 百億円となっています。143 83
図表３ 商業販売額の推移

（小売業では、特に中小零細店が減少）

商店数の推移でみると、卸売業は増減を繰

り返しながらもさほど変わらず推移していま

すが、小売業は一貫して減少の傾向にありま

す。特に、３年から６年への変化では 万10
店を超える減少、６年から９年では約８万店

11 1の減少となっています。 年も９年から

万店以上減少し、 万７千店となっていま140
す。

図表４ 商店数の推移

資料：各図表とも「商業統計 、経済産業省」
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従業員数５人未満の中小零細小売店は一貫

して減少しており、昭和 年には約 万60 135
店でしたが、 年には約 万店にまで減11 100

。 、 、少しています 特に ３年から６年の間には

万店以上が減少しています。一方、従業12
員数 人以上の小売店は一貫して増加を続50
け、 年には１万４千店を超えています。11
図表５ 零細店の減少と大規模店の増加

（流通多段階の解消）

Ｗ／Ｒ比率 は、 流通の多段階性を測る尺注 "
度 としてよく利用されます。この数字が大"
きければ大きいほど、流通経路は多段階であ

るわけですが、これをみると、漸次下げ続け

ており、流通経路が短くなっていることが推

測されます。小売業のメーカーとの直接取引

、 、 、などの拡大 ２次 ３次卸の淘汰によっては

今後もＷ／Ｒ比率は低下し続けると考えられ

ます。

図表６ Ｗ／Ｒ比率

注：卸売業全体の売上から産業用並びに輸出関連の売上

を控除したものを、小売業全体の売上で割った数字。こ

、こではより現実に即した消費流通経路を把握するために

一般消費者に渡る可能性が極めて低い品目は差し引いて

計算している。
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（４）企業が考える最近の流通環境変化

アンケート調査結果 をみると､流通環境の注）

変化で現在進行しているものの上位は、流通

、 、企業間の競争の激化を筆頭に 商店街の衰退

中小小売業、卸売業の転廃業の進展などの流

通業の統廃合が挙げられています。また、取

扱商品の多品種少量化、低価格化の進行も上

位に位置しています。

今後の進行度合いをみると、卸売業の転廃

業の進展、流通経路の短縮化、付帯サービス

ニーズの増大、企業間の情報ネットワーク化

がさらに進行するとされる一方、低価格化の

。進展は現状より後退すると捉えられています

図表７ アンケートにみる大きな流通環境の変化

コラム① 新たな流通システムの展開

ＳＣＭ(サプライチェーンマネジメント)とは、

図表８ 物流を中心としたＳＣＭの基本概念図取引関係のある企業間で、生産・販売・在

庫などの情報を一元管理するとともに、そ

れらの情報を企業間で相互に共有化するこ

とで、調達・生産・在庫・物流等を最適化

することを目指した管理手法。

ＳＣＭのメリットとして、

①無駄な在庫の削減

②リードタイムの短縮化

③欠品等の販売機会損失の回避

④保管・返品等の物流コストの削減

⑤棚卸資産等の流動資産の低減 等

が見込まれます。

（ 、 、 ） 、注：企業アンケート調査の概要：全国の荷主企業 製造業 卸売業・商社 小売業 と 物流事業者を対象に

平成14年３月に、流通・物流の現状と対応策等に係る調査を実施した。荷主企業430件、物流事業者129件

の合計559件の回答を集計、分析している。

資料：三和総合研究所
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２．進展する物流改革

（１）総貨物量は減少

国内貨物輸送量は、重量ベースでみると、

８年をピークに減少し続けています。８年に

億 百万㌧であった国内貨物輸送量は、61 77

年には 億 百万㌧となりました。12 57 74

輸送重量と走行距離をかけたトンキロベー

スでみると、 年には減少したものの、緩10

やかに増加する傾向にあり、輸送距離が伸び

ていることが推測されます。

図表９ 国内貨物輸送量の推移

資料： 陸運統計要覧」国土交通省「
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（２）高まる営業用トラックの輸送シェア

トラック輸送では、物流アウトソーシング

の進展を背景に、年々営業用トラックのシェ

アが高まりつつあります。輸送トンキロでは

年に を超え、 年には に達11 80.0% 12 81.6%

しています。トン数でも年々営業用のシェア

は高まっており、 年には と、つい12 50.8%

に５割を超えています。

図表10 営業用トラックの輸送シェアの推移

資料： 陸運統計要覧」国土交通省「
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（３）物流コスト削減への取り組みの強化

消費不振や低価格化への対応のため、荷主

企業ではコスト削減への取り組みを強化して

きています。物流業務は、まさにコスト削減

対象の重点分野として捉えられています。

主要製造業の物流コストの推移をみると、

売上高に対する支払物流費（物流子会社支払

い分含む）と自家物流費を合わせた物流コス

トは、しだいに低下してきています。

図表11 売上高物流コスト比率の推移

資料：(社)日本ロジスティクスシステム協会

｢ 年度業種別物流コスト実態調査報告書｣2000
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（４）企業が問題視する物流課題

アンケート調査に物流課題として問題視さ

れているものをみると、輸配送コストの増加

や、運賃補助・センターフィーなどの取引先

からのコスト負担要請などを問題視する傾向

が強くなっています。この背景には、さらに

小ロット化、多頻度化などの納品条件の変更

に伴う輸配送効率の低下や、取引先でのセン

ター機能高度化に伴うコスト増などがあると

思われます。

特に、卸売業では、物流効率の低下やコス

ト増の一方、これに対応しなければ自社の活

路がなくなるという危機感から、コスト増を

承知でも物流サービスレベルを向上させてい

ることが考えられます。

また、中間流通の立場としては、在庫に関

する問題も大きくなっています。本来、流通

の結節点にある卸売業の場合、販売先などの

取引先を含めた情報の共有化により、トータ

ル在庫の管理ができればよいのですが、需要

の見通しが立たなかったり、一元化された販

売計画がないために、見込み発注による在庫

過多になるなどの問題に直面しているとみら

れます。

さらに、物流を管理する人材や物流施設、

設備などの経営資源も不足してことがうかが

えます。

図表12 アンケート調査にみる物流課題の現状（卸売業で顕著な問題）

分野 問題視されている やや問題視されている

物流コスト 輸配送コストの増加 人件費増加
に関する問題 取引先からのコスト負担要請 コスト管理の仕組みがない

保管･仕分･倉庫料の増加

物流戦力 委託先物流業者の選定 運転者･作業者の雇用確保
に関する問題 物流計画担当者の人材不足 運転者･作業者の長時間労働

物流施設 機械化･自動化ができない 統合･廃止ができない
に関する問題 新設･拡充ができない

スペースの狭隘化

輸配送 納品条件による効率低下 近距離輸送が非効率
に関する問題 交通混雑による効率低下

中･長距離輸送が非効率

在庫 需要の見通しが立てにくい 欠品の発生
に関する問題 在庫過多

トータル在庫量を管理できない

情報化 電子化･情報共有化の遅れ ＥＤＩ等の標準化の遅れ
に関する問題 システム化遂行組織･人材の不足 ＩＴ導入の遅れ

納品条件 小ロット･多頻度の増加 リードタイムの短縮
に関する問題 返品への対応 納品付帯作業の増加

納入時間指定の厳格化

その他 納品先専用の施設整備 物流センター借入金の負担
物流センター投資余力不足 納品先の機能強化による自社の縮小

資料：アンケート調査より作成
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（５）複合的な連携による物流改革への取り組み

アンケート調査結果をみると、物流事業者

へのアウトソーシングや仕入先、納品先など

との条件調整・情報の共有化など多様な連携

によって、物流課題への対応を行おうとして

いることがわかります。

図表13 物流課題の解決方法

資料：アンケート調査

4 3.2

4 0.4

3 7.5

1 5.1

1 1.5

0.5

4 3.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

アウトソーシングの活用

仕入･販売先と条件を調整

社内物流組織を強化

取引先と情報連携

同業他社と事業連携

物流子会社を積極的に活用

その他

（％）

（６）物流改革にはソフト面の取り組みが重要

また、具体的な物流改革の方策は、受発注

、 、 、や出荷 コード等の統一・標準化 在庫管理

需要予測など幅広い情報システム化方策が、

現在そして今後の取り組みとして多数挙げら

れています。情報ネットワーク化の導入や商

慣行・納入条件などの調整など、いわゆるソ

フト面での改革方策が重視されています。

一方、ハード面の方策である物流センター

の整備は、現在実施しているとする割合は高

いものの、今後の割合は低く、むしろ物流施

設の統廃合が重点となる取り組みとしてあげ

られています。

図表14 物流改革の具体的方策

資料：アンケート調査より作成

受発注のオンラ
イン化

コード等の統一
標準化

非効率を招く商
慣行の改善

受注から出荷ま
での情報ｼｽﾃﾑ

納品条件の取引
先との調整

情報システムに
よる在庫管理

配送センター等
の整備

取引先等との情
報ﾈｯﾄﾜｰｸ形成

セールスと配送
機能の分離

包括的な物流ア
ウトソーシング

販売拠点と物流
施設の分離

梱包、包装形態
の規格化

物流施設の統合･
廃止

需要予測等高度
情報化の推進

他社との共
同配送の
実施

調達、仕入
集荷システ
ムの構築

ピッキング
の機械化

長距離輸送
トラックの
往復利用

仕分け作業
の機械化

流通加工の
機械化

3PL等の
利用

情報システ
ムによる配
車計画

一貫パレチ
ゼーション
化促進

マルチモー
ダル化

求車･求貨
システムの
利用

車両動態管
理システム
の活用

現在
実施している

今後
実施する予定

現在、今後とも実施の
改善方策

とくに今後の
実施が見込まれる方策

すでに実施されてきた
方策

実施されて
いない

実施が予定されていない

情報システム
化関連の取り
組みが多い
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（７）企業規模で異なる物流効率化意識

（物流問題が意識されていない）

本調査のアンケート結果からもわかるよう

に、物流効率化意識については、企業規模に

よる格差が大きくなっています。

例えば、荷主企業における物流課題を中小

企業と大企業で比較すると、物流コスト、物

流戦力、物流施設、輸配送、在庫、情報化な

、 「 」ど 様々な物流分野に関して 特に問題なし

とする回答は、大企業よりも、中小企業の方

。 、が高くなっています 数字をそのままみれば

中小企業では物流問題が発生していないとい

うことになりますが、現実には、物流業務そ

のものに対する意識が低く、問題の発見や改

善の方法についての戦略性が希薄であるとも

いえます。

（進まない物流コストの把握）

自社の物流コストが正確に把握されていな

いと、そのコスト水準の妥当性や、共同化や

アウトソーシングなどの物流改善の評価は困

難となります。しかし、物流コストの増加を

問題視する企業は多くみられる一方、その正

確な把握、測定を行っている企業は決して多

くありません。

調査結果でも、物流コストをどこまで把握

しているかという問いに対しては、支払物流

費（支払運賃、支払保管料など）の把握は、

大企業、中小企業とも８割前後で実施されて

いますが、自家物流費を把握しているかとの

問いに対しては、特に中小企業での取り組み

は半減し、全く把握していないとする回答も

１割以上みらています。

図表15 物流課題の把握状況

資料：アンケート調査

注：各分野で問題とした項目数（１企業平均）

2.32

0.70

0.63

0.77

1.10

0.85

1.32

2.58

0.97

0.93

0.95

1.31

1.13

1.58

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

物流コスト問題（６問）

物流戦力問題（５問）

物流施設問題（５問）

輸配送問題（５問）

在庫問題（５問）

情報化問題（５問）

納品条件問題（６問）

平均回答個数

中小企業
大企業

図表16 物流コストの把握と削減可能性

資料：アンケート調査

11.0

75.7

37.5

8.1

10.4

6.0

85.0

63.0

11.0

12.0

0 20 40 60 80 100

把握していない

支払物流費を把握

自家物流費を把握

仕入先発生分を把握

販売先発生分を把握

中小企業

大企業

17.2 54.8

78.1

10.5

10.5

1.0

6.7

12.9

3.8

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大企業

これ以上
不可能

削減の余地
はある

まだまだ削減
できる

わからない 無回答



- 8 -

３．物流効率化に向けた企業間の複合的連携

（１）ロジスティクスからＳＣＭへ

既にみてきたように、低価格と消費不振を

引き金として、一層の流通コストの削減と高

度な物流サービスの構築は、企業にとって避

けることのできない課題となっています。

流通の効率化に向けた取り組みとして、大

手の製造業や卸・小売の流通業では、ＥＯＳ

やＰＯＳなどの初期の段階の情報化はほぼ完

了し、最近では、受注から出荷までの情報シ

ステム化や、物流と生産や在庫などを連動さ

せた情報システム化などが活発に導入されつ

つあります。これらＩＴの物流業務への活用

により、必然的に生産、販売、物流のそれぞ

れの現場がネットワーク化され、企業内の生

配販いわゆるロジスティクス志向による物流

管理が行われてきたことを示しています。

（２）企業の枠を超えた流通システム

さらに、企業内の取り組みに加えて、戦略

的同盟やＳＣＭ（ ）Supply Chain Management

による企業間の連携の下に、新たな流通・物

流体制の検討が進められています。

Efficient加工食品業界等ではＥＣＲ（

、繊維・アパレル業界でConsumer Response）

はＱＲ（ ）として、流通の川Quick Response

上～川中～川下間の新たな連携関係が構築さ

れようとしています。これらは、企業の枠を

超えた新たな流通システムとして、受発注、

在庫、需要予測、生産、そして輸配送などの

物流業務の効率化もねらったものです。

図表17 拡大する物流改革の領域

コラム② 企業間の連携を支える高度な情報システム

物流に関連する具体的仕組みの例としては、下記などが検討されています。

・ＣＲＰ( )は、在庫状況と出荷動向から倉庫や物流センターにContinuous Replenishment Program
継続的に商品補充を行うシステム。

・ＶＭＩ( )は、ＣＲＰと同様に出荷動向から、特に店舗を対象とした取Vendor Managed Inventory
引先企業間の高度な補充システム。

・クロスドッキング（ ）は、ベンダー間の貨物を店舗単位に積み替えし、Cross Docking System
店舗直送を可能にするスルー型センターシステム。

個別領域の物流改革
販売
物流

仕入先の物流ＳＣＭの視点による物流改革 自社内の物流 販売先の物流

領域を統合した物流改革
調達
物流

販売
物流

生産
物流

物流改革の領域

資料：三和総合研究所

進 
展 
方 

向
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４．物流効率化を進める連携のコンセプト

（１）共同化と連携

物流の効率化の方策の一つとして、従来か

ら物流の共同化が取り組まれてきました。主

流となっている共同配送をはじめとして、共

同保管や物流施設の共同利用、共同在庫など

があります。

共同化の他に、最近では連携（コラボレー

ション）という考え方が、物流の世界にも散

見されるようになってきています。コラボレ

ーションは、訳語通り協力・協調すること、

共同することを表し、物流でいう共同配送は

まさにこれにあたります。では、共同化とコ

ラボレーションは同じ概念なのでしょうか。

共同化は、複数荷主の貨物を同じシステム

の中に取り込むことによって、一企業だけで

は達成し得ない効率的な仕組みが構築できま

す。規模の経済（スケールメリット）を前提

に、参加企業の物流業務を統合するという考

え方とみることができます。

一方、コラボレーションは、共同化を含め

たより範囲の広い取り組みが含まれます。例

えば、販売情報や在庫情報を川上に即時に伝

達したり、オープン化したりすることによっ

て、トータル流通在庫の最適化や生産分野で

の効率化を図る。共通規格のパレット・通い

箱を定めて一貫パレチゼーションを実施す

る。行き過ぎた多頻度小口による物流の非効

率性を、発荷主と受荷主の双方で合理的な基

準を設けて改善する。などの取り組み例が挙

げられます。

物流におけるコラボレーションとは、ここ

では「企業の枠を超えて複合的に連携」し、

物流の効率化を目指す考え方とします。

（２）共同化とアウトソーシング

物流の共同化は、最近活発化している物流

アウトソーシングと一部共通した考え方を持

ち、両者とも、スケールメリットの追求とい

う点で同様の効果を達成する事が可能です。

物流アウトソーシングの場合、受託者であ

る物流事業者側で荷主混載型の物流を実現す

ることができます。例えば、特積み貨物では

もとから混載されています。一般貨物でも複

数荷主企業の貨物を積み合わせするサービス

が多く開発されています。

、 、また 荷主企業が物流を事業化する場合も

自社の貨物のみを取り扱う形態から他社貨物

を受託できる立場に転換することで、共同化

が目指す物流効率化とほぼ同様の効果をもた

らすことになります。

このように、物流の共同化とアウトソーシ

ングそして事業化は、いずれもその取り組み

の主体が異なるだけで、共通の効率化のコン

セプトであるともいえます。

図表18 スケールメリット追求によるアプローチ

荷
主
企
業

荷
主
企
業

物流事業者主導の
混載型物流

サービスの活用

物流事業者主導の
混載型物流

サービスの活用

荷主企業による
物流共同化

荷主企業による
物流共同化

事業化による
混載型物流

サービスの開発

事業化による
混載型物流

サービスの開発

広
義
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
物
流
効
率
化

広
義
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
物
流
効
率
化

物流の共同化

物流の事業化

物流の外部委託

資料：三和総合研究所
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５．物流効率化に向けた連携パターン

（１）物流連携の概念

垂直（タテ）にメーカー・卸売・小売業、

ヨコに同業種を表せば、この中にも多様な連

。 、携パターンが示されます 垂直的な連携では

、 、 、取引関係のある企業間で販売 在庫 受発注

生産計画などの迅速かつ一元的な情報還元に

よる効率化策としてのＳＣＭが代表的です。

その他にも製販同盟やチェーンオペレーショ

ンによる店舗運営、卸売業によるリテールサ

ポート、取引先との納品条件の調整なども連

携による一つの取り組みとみることができま

す。

水平的な連携では、メーカー、卸売業、小

売業それぞれの業種で実施されている共同配

送や共同保管など連携のスケールメリットに

よる効率化が代表的です。セメントのスワッ

プ輸送、化粧品や菓子の地域共配、卸売協同

組合運営による共同配送、百貨店の宅配デポ

の共同利用などが実例です。

、 、また 最近では販売物流の分野だけでなく

家電製品などのリサイクルなど静脈物流にお

いても連携による物流システムが構築されて

います。

（２）拡大する連携の範囲

さらに、最近では荷主企業間だけでなく物

流業者との連携、物流業者同士の連携、情報

システム会社との連携、取引関係の全くない

他地域の企業との連携など、物流効率化に向

けた多種多様な取り組みが展開されつつあ

り、こうした従来にない複合的な連携が、物

流を変えようとしています。

図表19 物流コラボレーションの概念図

垂直的連携垂直的連携

消費者

メーカー

卸売業

小売業

商品情報、発注情報、在庫情報、配送情報などの各種情報の共有化

水平的連携

共同化・標準化など

水平的連携

共同化・標準化など

水平的連携

共同化・標準化など

物
流
Ｅ
Ｄ
Ｉ
の
推
進
・
導
入
な
ど

メーカー

卸売業

小売業
コーペラティブとして
の連携の視点

共同受発注・共同物流
としての連携の視点

共同研究開発
仕様の共通化
などの連携の視点

ＳＣＭなどの連携の視点、ＰＢ商品開発、
ＶＣなどリテールサポートの連携の視点

物流業など異業種との連携の視点

アウトソーシングなどの連携

資料：三和総合研究所
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６．垂直的連携による物流効率化

垂直的連携による物流効率化では、メーカ

ーから小売に至るＳＣＭ、製販同盟などの大

企業を中心とした取り組みや中小メーカーと

卸、卸と中小小売店、１次卸と２次卸などの

連携パターンが考えられます。

（１）ＳＣＭによる垂直的連携

アンケート調査によると、ＳＣＭの展開パ

ターンは概ね４つに分類できます。

パターン①は、原材料の供給者と製造業の

部品メーカー、アセンブリー（組立）メーカ

ー間のＳＣＭで、ＪＩＴ（ジャストインタイ

ム）納入などを中心とした連携です。

ＳＣＭは、そもそも日本の自動車産業にお

いて発展したカンバン方式の考え方に端を発

しており、既にＳＣＭという概念ができる以

前から、企業間の取引形態に採り入れられて

きました。このため、ＳＣＭとして実際に展

開されている実例が、製造業の業界に多くみ

られる所以となっています。

パターン②は、最終製品メーカー、販社と

１次卸売業間のＳＣＭで、特約店や代理店な

ど流通企業、中でも大手を中心とする卸売業

までの展開です。

パターン③は、販社と１次卸売業、小売業

間のＳＣＭで、小売業の特徴としては、大手

量販店、総合スーパー、百貨店など大規模小

売業との戦略的同盟を中心とする展開です。

パターン④は、２次卸売業と小売業間のＳ

ＣＭで、地域の卸売業とスーパーや専門店な

どを中心とする展開です。

ＳＣＭは、概念的には消費者との接点であ

る小売業の情報を端緒として、中間流通業者

やメーカーに至る一連の連鎖を形成し、それ

ぞれ担っている製造や流通の役割に応じて、

一貫した情報を活用したり提供していくもの

です。しかし、現状では、取引上の隣接企業

を対象にした部分的な形成にとどまっている

ものとみられます。

実際に調査結果でも、現在ＳＣＭを実施し

ている企業や検討中の企業の多くは、特定企

業間の戦略的同盟として連携しているものが

半数を占め、系列やグループ企業間の連携が

次に続くなど 「小さな輪」や「２者間の合、

意」の段階にとどまっているのが現状です。

図表20 製造・流通の位置によるＳＣＭ展開パターン

資料：本調査アンケートより作成

原材料の
供給者

部品･
中間製品
メーカー

完成品
･組立
メーカー

メーカー
販社

商社
１次
卸売業

２次
卸売業

小売業

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ●

SCMのパターン①

SCMのパターン②

SCMのパターン③

SCMのパターン④
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（２）拡大が見込まれるＳＣＭの対象範囲

ＳＣＭのコンセプトは、現在では系列やグ

ループ企業間の連携、特定企業間での戦略的

同盟が中心になっていますが、今後の望まし

いＳＣＭのコンセプトについて尋ねると、系

列やグループ企業間の連携、特定企業間での

戦略的同盟が低下する一方、業界全体として

の流通効率化に向けた取り組みが飛躍的に拡

大しています。

図表21 ＳＣＭの参加範囲（現在と今後）

資料：本調査アンケート

37 51

28

5

3825

7

9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状のＳＣＭの形態

望ましいＳＣＭの形態

系列･ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業間の連携 特定企業間での戦略的同盟

業界全体の流通効率化 無回答

次ステップのＳＣＭの展開は、自社の隣接

、 、企業との特定の連携から さらに川上の企業

さらに川下の企業へと、そして業界全体に対

象範囲を拡大することが見込まれます。

、 、 、また 事例にみるように 垂直的な連携は

一般的に製造・卸・小売といった業種をまた

がることが多く、このため、次にみる水平的

な連携とやや異なり、共同輸配送や共同保管

といった物理的なアプローチ以上に、通信や

伝票などの標準フォーマット化・ＥＤＩの導

入、取引条件や納入ロット、返品等の商慣行

の改善、販売・在庫情報の共有化などのソフ

ト面のアプローチが重要視されています。

事例 取引フォーマット、契約ルールの標準化により物流効率を向上

アパレル業界と百貨店業界では、取引慣行の むという悪循環に陥っていました。新しい契約

改革に着手しています（下図ＳＣＭ① 。 関係が求める取引条件が実現すれば 「売れる） 、

平成 年 月に、日本アパレル産業協会と 分だけ素早く仕入れる（納入する 」というサ13 5 ）

日本百貨店協会が共同で商品の納入や仕入れに プライチェーン改革の基本を実現できることに

かかわる取引のガイドラインと、モデル契約書 なります。

図表22 アパレル業界の連携範囲を作成しました。

新しいモデル契約書は、百貨店からの発注に

対してアパレル企業が守るべき納入率や、百貨

店が守るべき消化率といった取引条件を明記す

るものとなっています。発注作業では、百貨店

が システムなどを利用して精度の高い需SCM
要予測データを作成し、アパレル企業に提供す

ることを原則としています。

従来、百貨店とアパレル企業との取引におい

ては「返品条件付き買い取り」という契約が大

○ＳＣＭ構築に向けた一連の取り組み半で、百貨店が商品を仕入れても売れ行きが悪

・平成 年度：アパレルメーカーＤＣから小売店頭ければ、アパレル企業に自由に返品できる変則 10

までの物流ＥＤＩ（図表 ②）的な契約となっていました。納入率や消化率な SCM

・平成 年度：アパレルメーカーとテキスタイルメども事前に契約書に盛り込むことはほとんどな 11

ーカー間のＱＲ（図表 ③）く、せいぜいが口約束でした。しかし消費の低 SCM

・平成 年度：仮想統合商品ＤＢの構築迷で百貨店の売上が伸び悩み 返品率が上昇し、 、 12

・平成 年度：アパレルメーカーと副資材業者間のそのためアパレル企業は百貨店からの発注に対 13

ＱＲ（アパレル生産物流ＢＰＲ （図表 ④）して全量を納入せず、これが売り場で欠品を生 ） SCM

テキスタイル
メーカー

アパレル
メーカー

小売業
（百貨店）

副資材

縫製

商社

アパ
ＤＣ

納品
代行

小売
検品Ｃ

製品企画

商社に発注

テキスタイル
納入

副資材納入

製品納入

委託販売

テキスタイル
発注

副資材
発注

コンバータ

ＳＣＭ①

ＳＣＭ③

ＳＣＭ④

ＳＣＭ②ＳＣＭ⑤（未）

物流

商流
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７．水平的連携による物流効率化

（１）競争意識と効率化追求を両立させる

水平的な連携とは、製造業間、卸売業間、

小売業間などの同業種間における物流の共同

化です。また、こうしたざっくりとした業種

の捉え方ではなく、実際に意識されるのは、

自社の取扱商品のラインに関係する業種、例

えば化粧品メーカー同士、加工食品や菓子卸

売業同士、日用雑貨卸同士等のように、品目

や商品ラインとしての同種性をもって同業種

であるとみることの方が多いかもしれませ

ん。

このため、同業種製造業の共同化、異業種

製造業の共同化、同業種卸売業の共同化など

に分類して検討することが重要になります。

同業種の共同化の場合には、営業面で競合

していることが多く、異業種同士以上に乗り

。 、越えるべき条件もたくさんあります つまり

共同化の阻害要因として度々指摘されるこ

と、例えば取引情報の漏洩への不安、物流が

差別化要因にならなくなることへの不安など

については、競争する分野と協調する分野を

棲み分けて考えることが必要です。限られた

経営資源を有効活用し、連携のスケールメリ

ットによる効率化を志向するという強い意志

や実行力が求められます。

既に、日用雑貨業界のように 「システム、

、 」 、は共同で 競争は店頭で という理念の下に

経営スタンスの変更によって物流効率化を図

っているケースもみられています。

事例 共同化で運営ルールの確立がポイントに

図表23 共同配送の実施分野化粧品メーカー６社によって共同物流を検討

する任意団体Ａは、平成７年には北海道で、平

成９年には沖縄で共同配送を実施。また、平成

、12年には広域物流効率化推進事業を活用して

首都圏での共同配送可能性を検討しました。

◆共同物流の概要

従来より、メーカー直販の小売店では、一つ

の店で多くの種類を併売することが多く、中小 ◆各社内を説得するための運営ルール

小売店の組合からは、各店舗に複数メーカー商 団体の設立にあたっては、共同物流のために

品をまとめて納入できないかとの要請がありま オープンにする情報と、クローズな情報を確認

した。営業面では各メーカーとも熾烈な競争を 書で取り交わしました。また、共同物流を各社

繰り広げているため、共同配送は各社内への説 内でオーソライズするため、担当役員にも了解

得が大変だったそうですが、コストの削減と環 をもらいました。さらに共同事業のために得ら

境対応の理念を高く掲げて社内への説得を行い れた情報は、物流担当者以外には開示しないな

ました。トラック台数削減による地球環境負荷 どの情報の利用制限を設け、ルール厳守を徹底

低減効果も重要なポイントとなったようです。 させました。これらの運営ルールの確立が、共

同物流を実現させるポイントとなりました。

化粧品メーカー 百貨店

量販店・スーパー

単独小売店

納品代行

物流
センター

各店舗納入、少量多頻度
で物流は非効率共同配送の実施分野
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（２）事業協同組合を母体とした展開例

水平的な共同化を実施する場合、同地域に

立地していることや、納品先が共通している

などの物理的な条件の調整が大きな効果につ

ながります。各地域の卸売団地や流通センタ

ーなどは、この点で物流の連携・共同化が進

めやすい環境にあります。実際に、卸団地の

事業協同組合を母体とした共同配送や共同保

、 。管などは 全国に多くの実施例がみられます

事例 組合を核とした物流センター機能の高度化

Ｂ卸売事業協同組合では、中小企業流通業務 （２）事業主体についての考え方

効率化促進法の認定を受け、大規模共同物流セ 事業主体の形成方法には２通りあります。既

ンターを利用した共同物流を実施しています。 存の組合で共同事業を行う方法と、共同事業に

（１）物流センター設置までの経緯 参加する組合員を新たに募って、新しい組合を

チェーン小売業との取引のある組合員企業で つくる方法です。

は 得意先の成長に伴い業績が伸長しましたが この共同事業の場合は、共同物流の事業主体、 、

物流に関してはより高度なサービスが求められ は既存組合でしたが、既存の組合で事業を行う

るようになりました 当初 これらの組合員は と、事業へ参加していない組合員もリスクを負。 、 、

個別に物流拠点整備を計画していましたが、物 うことにつながるため抵抗感も生じます。

流機能強化、拠点整備にかかる投資は大きく、 しかし、このケースでは共同事業の採算性を

それならば共同で取り組んだ方が投資効率がよ 綿密な資金計算で裏付け、事業が組合運営を阻

いとする意見があり、同様のニーズを持つ組合 害しないことを前提に、意見調整をはかったそ

員と調整し、共同事業に着手しました。 うです。

事例 中小企業流通業務効率化促進法の活用に向けた協同組合の結成

札幌市郊外にあるＣ協同組合は、組合員によ を対象としているため、あるギフト商品卸売業

る物流センターの共同利用を行っています。Ｃ が推進役となって同法活用のために組合を結成

協同組合は中小企業流通業務効率化促進法を活 し、共同化の推進役となりました。物流センタ

11用するために結成された協同組合です。 ーの建設では、総事業費約１４億円のうち

同法は中小企業で構成される事業協同組合等 億円を同法により借り入れました。

事例 共同配送を行うには納品先との十分な協議がポイント

卸売協同組合Ｄでは、つい最近まで、共同物 るものでした。しかし、 年 月、この共同13 11
流を実施していました。事業には７社が参加、 配送は急遽休止してしまいました。ベースカー

中堅食品卸１社の貨物が６～７割のベースカー ゴとなっていた中堅食品卸の取引先が納品時刻

ゴとなっていました。 の変更を要請し、さらに別の納品先での荷姿変

Ｄ組合では、平成６年度に地域中小企業物流 更が重なって、共配ルートが組めなくなったた

効率化推進事業、８年度に地域中小卸売業活性 めだそうです。

化推進事業を活用し、以降、共同化事業はスム こうした状況に至らないようにするには、納

ーズに稼働していました。車両の積載率は 品先との十分な協議や協力を仰ぐことが、大き80
％を超え、運賃は路線便と比べても優位性のあ なポイントになるといえましょう。
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「中小企業の流通業務効率化促進法」によ

り流通業務効率化事業として共同物流センタ

ーに設置される設備は、①流通加工設備（オ

ーダーピッキング用装置、自動梱包機、自動

ラベラー等）②情報化処理設備（コンピュー

ター及びその端末機器、バーコードリーダー

等）③流通効率化設備（立体自動倉庫、電動

式移動ラック、自動仕分けコンベア等）の３

点全てを具備することが効果的であるとされ

ています。しかしながら、近年のＩＴ化の著

しい進展や市場の要請の変化や投資効果の精

査等により、物流効率化を実現する手法が多

様化してきており、下記のように、情報処理

設備を核として流通加工設備との２点で効率

化を図る事例も出てきています。

事例 情報システムの高度化を軸に、共同物流拠点を整備

Ｅ組合は、荷主側の中小電気工事業者及び電 率化ができる配送拠点の整備のため、情報シス

気工事部品ネット通販事業者と軽貨物運送業者 テムを核とし、流通加工設備を備えた共同物流

を構成員とする組合です。 センターを構築することとしました。

この組合は、電気工事業とネット通販業の在 また、同組合における共同物流センターは、

庫を一括して管理することでお互いのコストを 約５００坪と小規模で、かつ、様々な荷姿の少

下げ、さらに空いている時間帯の車両や倉庫の 量・多品種の貨物を扱うことになるため、立体

高度利用を事業化することを狙い組織化されま 自動倉庫や仕分けコンベア等の大がかりなマテ

した。この組合で、配送・仕分け等の拠点業務 ハン機器を必要としないことと、大規模な設備

を担う軽貨物運送事業者は経営者自身がドライ 投資は事業採算性を確保する上で負荷が大きい

バーという形態で、配送業務をはじめ貨物と車 こと等により、小規模事業者による小規模な共

両のマッチングや、伝票・送り状等の事務作業 同事業である本事例の場合は、情報システムの

等を１人で行っており、これらの業務生産性を 構築を中心に流通加工設備を活用したいわゆる

高める必要性が高まっていました。 ２点セットで共同物流センターの整備を行うこ

こうした課題への対処と、荷主ニーズの多様 とで、大幅に効率化が達成できる見込みとなっ

化に対応するため、納入物品の小分け、包装等 ています。

の流通加工作業への対応を含め、組合として効
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コラム③ 連携の方向によって異なるアプローチ方法

水平的連携は地域の共同集配業務や共同保管 共有化などソフト面でのアプローチが中心とな

を中心としており、同一地域に立地している企 るのに対し、水平的連携では貨物量の増大や積

業同士、納品先や納品地域が共通している企業 載率の向上、保管効率や物流施設効率の向上な

同士など いわば物理的な連携が多いようです どスケールメリットを追求するアプローチであ、 。

垂直的連携がフォーマットの共通化や情報の るといえるでしょう。

図表24 垂直的連携と水平的連携の概念

メリット追求の視点 方策の視点 パートナー選択の視点

垂
直
的
 

連
携
 
共
同
化

水
平
的
 

連
携
 
共
同
化

範囲の経済

・重複業務の排除

・情報の共有化

規模の経済

・貨物の集約

ソフト面での

アプローチ

ハード面での

アプローチ

直接・間接的な

取引業界

地理的・物理的

な適合

資料：三和総合研究所



*1 アウトソーシングの進展に伴って、業務のブラックボックス化や業務やアウトソ【コーソーシング】

ーサー管理が難しくなるという弊害も指摘されるケースがあります。この問題の解決のために、パー

トナーシップを前提とした経営資源の相互活用（コーソーシング）という、提携にも似た連携方策が

生まれてきています。お互いの企業の強みある機能や分野を相互にアウトソーシングし、相互補完的

に活用していく形態です。

このスタイルはアウトソーシングの発展形態であるともいわれており、またパートナーシップを重

要視する点や複数の主体が同一のビジネスモデルを共有する点で、共同化とも相通じるコンセプトで

す。

*2 仮想の事業体の語意であり、市場ニーズに対応するため、パートナー企業【バーチャルカンパニー】

間の強みある経営資源を共同利用して事業展開を行う形態です。
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（３）その他の多様な連携

荷主企業以外にも、物流の連携や共同化は

トラック運送事業者や倉庫事業者などによっ

ても活発に行われています。この場合は、物

流サービスを提供する事業者同士であるた

め、基本的に競合企業となりますが、コーソ

ーシング というお互いの経営資源を活用す
*1

ることによって、今まで以上に高度なサービ

ス展開と低コストによる競争力を醸成するこ

とができます。共同物流サービスの運営を行

*2
う組合などは まさにバーチャルカンパニー、

として位置づけられます。

その他、荷主企業と物流事業者、情報シス

テム会社・ソフトハウスなどの異業種との連

携も考えられます。高度な物流システムを構

築する上で、貨物を持つ荷主企業、アウトソ

ーサーである物流事業者、情報システム構築

のノウハウを持つ企業などは、三位一体で役

割を担うことができ、これらパートナーの結

束により推進上の大きな力を得ることができ

ます。

事例 物流事業者同士の連携によるサービス開発

平成 年９月に熊本県内の中小運送会社６ 積込み、伝票管理など）などをトータルでコン12

社で組織するＦ協同組合が熊本市に物流センタ トロールし、コストダウン、リードタイムの短

ーを建設、九州全域を視野に入れた共同配送を 縮などを実現しています。

スタートさせました。半年足らずで、当初予定 現在では、同組合では熊本と福岡の２拠点に

の２倍以上の扱い量を確保。 もクロスドッキングセンターを開設、稼働させ

このセンターは、２４時間オープンのクロス ています。 年３月には熊本県から高度化事12

ドッキングセンターで、集荷から仕分け・配送 業の認定を受け、資金面での措置を講じていま

等の商品の流れ、情報の流れ（情報の受発信、 す。荷主企業には、ＳＣＭの物流機能の担い手

お客様情報の通達、突発事態の連絡など 、車 として大きな期待が寄せられています。）

輌の動き、作業の流れ（仕分け、加工、検品、 （同社ＨＰより）
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８．連携による物流効率化に向けた行政支援策の活用

国では 中小企業流通業務効率化促進法 物、 （

流効率化法）により、中小企業が共同して実

施する物流業務の効率化を図るための様々な

事業に対し、融資・税制等の支援策を定めて

います。

所定の要件を満たし、同法の認定を受けれ

ば、共同施設事業として必要となる設備投資

額に対して、その投資金額の８割が無利子で

貸し付けられます。そのほかにも様々な融資

や特別償却、土地保有税の特例、事業所税の

特例などの優遇を受けることができます。

図表25 中小企業流通業務効率化促進法（物流効率化法）の概要

〔予算等の支援措置〕 〔法律上のスキーム〕 〔法律上の支援措置〕

［予算］ ［事業資金調達の円滑化］

①物流効率化専門指導員派遣事業 ①中小企業信用保険法の特例

経済産業大臣及び国土交通大臣 ＜組合及び企業＞

②地域中小企業物流連携支援事業 による指針策定 （付保限度額の別枠化、保険

料率の引き下げ等）

③地域中小企業物流効率化推進事 （流通業務効率化計画につい ②中小企業投資育成株式会社法

業 ての基本的かつ一般的な事 の特例

④広域物流効率化推進事業 項を示す） ＜企業＞

（資本金３億円超の中小企業

を投資対象に追加）

［融資］

⑤高度化融資制度＜組合＞ ［税制］

イ 認定計画に基づき実施する 事業協同組合等による計画策定 ③流通業務効率化施設の特別償.
100 8事業で中小企業庁が別途定め （構成員は中小企業者） 却制度 ＜組合＞ 分

る規定の要件を満たすもの ④流通業務効率化施設に係る特

融資割合 ％、金利 無利子 別土地保有税及び事業所税の:80 :
ロ その他 非課税 ＜組合＞.
融資割合 ％、金利 ％:80 :1.5

都道府県知事及び地方運輸局長 ［道路運送の効率化］

⑥物流近代化貸付制度＜組合及び による計画認定 ⑤貨物運送取扱事業法の特例

企業＞（中小公庫、国民公庫） ＜組合及び企業＞

イ 先進的なシステムを導入す.
るもの 特利３

ロ その他 特利２.
指導助言 報告徴収

認定計画に基づく組合等の事業実施

①共同配送等の実施

②共同配送施設等の建設

③物流規格の標準化

支 援 ④その他の流通業務効率化 支 援
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図表26 中小企業流通業務効率化促進法の活用の流れ

◆お問い合わせ先◆ ～企業連携による物流効率化に関する行政支援策について～

TEL 03-3433-8811・中小企業総合事業団 ：

TEL 03-3501-1929・中小企業庁経営支援部商業課 ：

・その他各都道府県等中小企業担当課、各経済産業局商業振興室 等

（事業の流れ）

事前指導 物流効率化専門指導員派遣事業（中小企業総合事業団）
（補助）

組織化 中小企業物流連携支援事業（組合、任意団体など）
（補助）

地域中小企業物流効率化推進事業

広域物流効率化推進事業

調査 【調査事業】 （組合、任意団体等）
（補助）

システム設計 【システム設計事業】 （組合、任意団体等）
（補助）

事業実施 【モデル実験事業】 （組合、任意団体等）
（補助）

 融資制度： 中小企業総合事業団高度化融資、中小企業金融公庫・国民金融公庫融資等

 優遇税制： 法人税、特別土地保有税、事業所税

 全国又はブロック単位の組合等が、物流機能の強化を図るために実施する共同物流シ
ステムの構築、受発注・輸配送情報ネットワークの構築等のテーマに係る調査研究・基本
計画策定事業、事業計画・システム設計事業、実験的事業運営事業について補助する。
（交付先） 全国又はブロック単位の組合等    （補助率） 国６／１０

共同物流施設等建設

 中小企業総合事業団において、中小企業が物流効率化を図るための検討を行うに際
し、適切に指導できる専門家の派遣を行うとともに、物流効率化の事例などをもとに講習会
を実施。

  全国卸商業団地協同組合連合会において、中小企業の自主的な取り組みを支援するた
め、学識経験者等の指導も必要に応じて受けながら、メーカー・卸・小売一体となっての物
流機能強化を図るための事業を実施する。

 中小企業者によって構成される組合等が物流機能の強化を図るために実施する共同物
流システムの構築、受発注・輸配送情報ネットワークの構築等のテーマに係る調査研究・
基本計画策定事業、事業計画・システム設計事業、実験的事業運営事業について補助す
る。
（交付先） 都道府県→組合    （補助率） 国１／３、都道府県１／３、組合等１／３



- 20 -

キーワード集

●ＥＤＩ（ 電子データ交換）Electronic Data Interchange

異なる企業間で、商取引のためのデータを、通信回線を介して標準的な規約（可能な限り広く合意さ

れた各種規約）を用いて、コンピューター間で交換すること。 年代中盤以降、欧米中心に情報1980

ネットワークのインフラストラクチャの一つとして注目されてきた。

●ＥＯＳ（ 電子発注システム）Electronic Ordering System

コンピューターによる自動発注。発注側がハンディターミナルなどを持って各棚、倉庫などを回りっ

て発注数量を決定。入力した情報は本部で集約、卸やメーカーに転送されるため、電話やＦＡＸでの

再確認をしなくて済み、非常に効率的である。

●ＩＴ（ 情報技術）Information Technology

ネットを利用した情報サービス技術、コンピューターと通信技術、またはその活用の総称。

今まで、ビジネスにおいては時間や距離による制約が大きかったが、ＩＴ化により世界中、同じ条件

で通信回線が利用できれば、制約は大きく緩和される。

●ＰＯＳ（ 販売時点情報管理）Point of Sale

コンピューター処理により、小売店のキャッシュレジスターで商品バーコードを読み取った時点で、

入金処理、在庫ファイルの書換の他、販売管理に関わる情報も把握できるシステム。生産日程計画や

在庫管理などに、幅広く活用されている。

●ＱＲ（ クイックレスポンス）Quick Response

メーカーと大型小売店が手を結んで、生産から販売までのサイクルを短縮、クイックデリバリーを実

現するとともに在庫回転率を高める手法。アパレル産業が中心。国内生産の衣料品のローコスト化の

ためにスタートした。

●ＳＣＭ（ サプライチェーン・マネジメント）Supply Chain Management

商品供給に関係する全企業が協業し、流通経路における無駄を削減して、トータルとしての物流合理

化を図ること。小売から卸・物流・部品メーカーまでをネットワークで統合して、販売・生産・在庫

などの情報を企業間で共有する。

●ＶＣ（ ボランタリーチェーン）Voluntary Chain

チェーンオペレーションの形態の一つで、一般にＶＣ本部では卸機能の他、リテールサポート機能な

どを実施し、加盟小売店は独立性を維持しつつ、販売活動に専念する。

●アウトレットストア（ ）Outlet Store

メーカーが在庫品、二級品を直接消費者に販売する店。または百貨店、専門店が売れ残り品を安く販

売する店など。もとはブランド品が中心であったが、最近は取扱商品も多岐にわたっている。
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●コーペラティブ（ ）Cooperative Chain

小売主宰のＶＣをコーペラティブチェーンという。共同で本部組織を設立し、仕入れや在庫情報シス

テムの共同開発や運営を行う。

●車両動態管理システム

車両に設置した測位システムで受信した現在位置などのデータを、営業所内のホストコンピューター

に送り、車両の動きなどを一元管理する。営業所のパソコンから次の集荷先を地図で示すことができ

る他、貨物の配達完了の状況などの追跡機能も付加されているものもある。

●スワップ輸送

同業種での物流連携の形態。自社が製品供給できない期間や、地理的に非効率な場合などに、他メー

カーに応援出荷を依頼するなど、商品そのものではなくオーダーを交換して物流を効率化する。原材

料、中間材料メーカー間で広く行われている。

●製販同盟

企業間における戦略的提携関係のパターンの一つ。メーカー間での提携関係を「製製同盟 、流通間」

での提携関係を「販販同盟 、製造と流通企業の間の提携関係を「製販同盟」とも呼ばれる。商品の」

共同開発、受発注システム開発から、新ビジネスの共同開発まで範囲は広い。

●チェーンオペレーション（ ）Chain Operation

本部の強力な統制の下に、店舗を一定数以上出店して運営していく方式。店舗立地や配置計画、商品

ラインや仕入れ、販売方式などに関するシステムや戦略を統一している。

●ＰＢ商品（ プライベートブランド）Private Brand

特定の百貨店・スーパーマーケット・コンビニエンスストアが、販売業者特有の商標をつけた商品の

こと。ナショナルブランド商品とは差別化された独自の商品が、流通経路を経由せず、安い価格で販

売される。

●マルチモーダル（ ）Multi Modal

トラック中心の貨物輸送を、海運、鉄道などの大量輸送機関と、複合的に組み合わせて行っていこう

とする物流政策。交通渋滞の緩和、環境問題への対策など、様々な効果が期待されている。

●リテールサポート（ ）Retail Support

メーカー、卸が展開する戦略活動で「小売店（経営活動）支援活動システム」と訳される。中小小売

店の経営活動を活発化させることにより、自社製品の売上を伸ばそうとするもの。

ＥＯＳなどの情報ネットワーク、物流サービスなど、内容は多岐にわたる。
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転載または引用の場合は必ず出典を明記のこと。

中小企業のための物流効率化の進め方～企業連携による物流効率化に向けて～

平成14年3月

経済産業省中小企業庁経営支援部商業課

〒100-8931 東京都千代田区霞ヶ関１－３－１

電話 ０３－３５０１－１９２９
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